






(7) 許可の内容

ア　建設業

 　(ｱ)　 長野県知事許可（ 特 - 4 ）   第 1245 号
　　      許可の有効期間　　令和 4 年 5 月 9 日 から 令和 9 年 5 月 8 日まで
　　      建設業の種類 土木工事業     とび・土工工事業

 石  工事業 鋼構造物工事業
舗装工事業 水道施設工事業
解体工事業

   (ｲ)　長野県知事許可（ 般 - 4 ）   第 1245 号
　　     許可の有効期間　　　令和 4 年 5 月 9 日 から 令和 9 年 5 月 8 日まで
　　     建設業の種類  管  工事業

2. 認証・登録範囲

(1) 対象範囲 　　全組織・建設業（土木、とび土工、舗装）

(2) レポート対象期間（試行） 　　2026年１月～３月
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 　　　　イ　産業廃棄物収集運搬許可

車体の形状 自動車登録番号又は車両番号 最大積載量（kg） 使用者
1 ダンプ 長野１００は４０３２ 7,900 (株)小山田組
2 ダンプ 長野４００た９０６２ 3,000 (株)小山田組
3 ダンプ 長野１００す９９３５ 3,450 (株)小山田組
4 ダンプ 長野１００す７９０５ 2,000 (株)小山田組
5 キャブオーバ 長野１００す５０５７ 2,250 (株)小山田組

運　　　搬　　　車　　　両
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　　廃プラスチック
　　紙くず
　　木くず
　　繊維くず
　　金属くず
　　ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず
　　がれき類

処分許可

長野県 2008180812 平成26年11月19日 令和6年11月19日 令和11年11月18日 なし なし

許可区域 許可番号 新規許可日 更新許可日 許可有効年月日 積替保管









6. 環境経営活動計画と評価及び今後の取組

 二酸化炭素排出量の削減

達成手段
実施
状況

こまめな消灯による節電 ○

冷暖房の適正な温度設定

※室内目安温度　夏２８度　冬２３度

事務所の遮熱･断熱効果の向上 -

低燃費車・低燃費重機の導入 ○

エコドライブの実施 ○

不要なアイドリングの削減 ○

関連写真次頁

 資源使用量の削減

達成手段
実施
状況

裏紙使用の徹底､両面印刷励行 ○

申請・社内報告のDX推進 ○

 産業廃棄物及び一般廃棄物排出量の削減と再生利用の推進

達成手段
実施
状況

関連写真次頁

 水道使用量の削減

達成手段
実施
状況

関連写真次頁

 社会貢献活動の推進

達成手段
実施
状況

毎月１回全社員による清掃を行
う。

○

毎月１回全社員による清掃を行
う。

○

関連写真次頁

(4)

活動項目 活動評価及び今後の取組

会社付近
地域

≪評価≫毎月１回実施の全体朝礼の機会を利用して会社
付近公道を清掃。また、各現場事務所でも周辺地域の清掃
を実施しました。
≪今後≫継続取組とします。

現場付近
地域

(3)

活動項目 活動評価及び今後の取組

水道使用
量の削減

こまめな止水による節水 ○

≪評価≫社員が利用する屋外及び屋内の水道栓付近に
「止水確認」を表示して節水を促しました。

≪今後≫継続取組とします。

(3)

活動項目 活動評価及び今後の取組

廃棄物の
削減と再
生利用の
推進

民間工事や会社整備等により生
じる伐採木の利活用

○
≪評価≫工事現場から出た伐採木から薪への転用を実践。
また､ボトルキャップ回収容器を新設し回収を開始しました。
≪今後≫いずれも継続取組とします。ペットボトルキャップの回収及び寄

贈
○

用紙使用
量の削減

≪評価≫社内ＰＣ、メールアドレス、ウイルス対策ソフト導入
によりＤＸ推進基盤を整備。電子申請やデジタルでの報告・
連絡を最大化する方針を全社員に示達しました。
≪今後≫各種電子申請への取組を拡大します。

(1)

活動項目 評価及び今後の取組

電気使用
量の削減

≪評価≫テプラの表示でこまめな消灯を呼び掛けたり、冷
暖房の目標設定温度を示して節電を社員に促しました。

≪今後≫継続取組とします。○

現在計画中です。

ガソリン・
軽油使用
量の削減

≪評価≫車両導入時には、低燃費の購入を推進する。
社用車背面に企業キャラクターを掲出、後続運転手の視線
を引き付けることで、社用車の運転手に見られていることを
意識させ、それにより安全運転とエコドライブを促しました。
≪今後≫継続取組とします。

(2)

活動項目 活動評価及び今後の取組
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様式：5-01 （５．環境関連法規等のとりまとめ） 様式：12-02　（13．取組状況の確認並びに問題の是正及び予防）
承　認 作　成

小山田雄治
小山田由
香

取りまとめ表更新日： 2026年1月14日 遵守評価日： 代表取締役 環境管理責任者

小山田雄治
小山田由
香

代表取締役 環境管理責任者

条項

（法律、規
則、施行令）

許可
届出
報告

資格 届出先 証拠 判定

・委託基準：一廃収集業者の許可の確認 法2条3項、令4
条4項

一般廃棄物(紙くず、繊維
くず、木くず、生ごみなど)

・1回/年 工事部 許可証（宝資
源開発株式会
社様）

○

・委託基準：産廃収集運搬・処理業者の許
可の確認、契約

法12条の4
○

総務部 許可証
○

・保管基準 法12条2項

     掲示板：60cm×60cm以上表示 則8条

　　飛散・浸透防止
　　衛生管理
・マニフェスト交付
　B2・Ｄ票90日、Ｅ票180日以内に送付され
ない場合は30日以内の知事への報告
　A、B2、D、E票の保管（5年間）

法12条の3、法
12条の5、則8
条の20、則8条
の26～29、

・マニフェスト
新規交付時

○

総務部

マニフェスト管
理台帳

○

・特別管理産業廃棄物管理責任者の設置 法12条の2
・特別管理廃棄物の帳簿の作成 則8条の18
・多量排出事業者の報告（1000トン／年以
上）

法12条、法12
条の2

該当なし

・産業廃棄物管理票交付等状況報告書の
提出

法12条の3第6
項、則8条の27

・6月末まで
○

市長 総務部 報告書
〇

・処理業者から処理困難の通知を受けた
場合、30日以内に知事に「措置内容等報
告書」による報告

法12条の3第8
項 今期該当なし

・処理の状況について確認の努力義務 法12条第7項 工事部 マニフェスト ○

・自社による運搬時の表示、書類携行 則7条の2の２ 工事部 車両写真 ○

分別解体等及び再資源化等の実施義務 法9、16条 工事部 現場毎に実
施 ○

（元請業者）発注者への再資源化等完了報告と
記録の保存

法18条
○

発注者 工事部 現場で確認
済み ○

・特定施設の事前届出 法6条

・地域別騒音基準の順守 法5条、S43年
告示1

・特定施設の事前届出 法6条

・地域別振動基準の順守 法5条、S51告
示環90

・油及び有害物質の流出事故時の措置と
届出

法14条2項
今期該当なし

・有害物質の使用特定施設・貯蔵指定施
設の届出

法5,7,9条
大阪府条例

新設・変更時
該当なし

・有害物質の使用特定施設・貯蔵指定施
設の定期点検・記録・保存

法14条
該当なし

・有害物質の使用特定施設・貯蔵指定施
設の構造基準の遵守

法12条4項
該当なし

・排出基準の遵守 法12条 該当なし
・排水濃度の測定・記録（3年保存）、監視 法14条、則9条

3
地方条例によっては定期
報告 該当なし

・保守点検、清掃、記録の保管（3年間） 法10条 該当なし
・定期水質検査 法11条 該当なし
・事故時の措置と届出 法17条

該当なし

・特定施設の届出 法6条 大阪府条例 新設・変更時 該当なし

・排出基準の遵守 法3条 該当なし

・排出濃度の測定・記録（3年保存）、監視 法14条、則9条
3

地方条例によっては定期
報告 該当なし

省エネ法 エネルギー使用状況の届出 法19条 該当なし

エネルギー管理統括者・管理企画推進者・管理
者の選任・解任届

法7条
該当なし

エネルギー管理統括者・管理企画推進者・管理
員の選任・解任届

法7条
該当なし

中長期計画書の提出 法14条 該当なし
定期報告書の提出 法15条 該当なし
特定事業者の届出、定期報告（輸送事業者）
特定事業者の届出、定期報告（荷主）

法54、55、56条
法61、62、63条

該当なし

特定建築物の届出、定期報告 法75条 該当なし
対策計画の提出 該当なし

実績報告書の提出
該当なし

・フロン類の登録充填回収業者による適切
な引き渡し

法41条

・環境影響の少ない指定製品の使用に努
める

法5条

・フロン類回収時の委託確認書交付と引取
証明書の保存（3年間）

法43条

・引取証明書が30日以内に送付されない
場合の知事への報告

対象；第1種特定機器
・簡易点検（すべて　１回/3ｹ月以上）
・有資格者による定期点検
　空調機器(7.5kW以上1回/3年以上、
          50kW以上1回/年以上)
　冷蔵冷凍機器(7.5kW以上 1回/年以上)
・点検記録の保存（廃棄まで）

法16条

○ 総務部
三ヶ月に一回
実施。
点検記録表

○

フロン類算定漏洩量の報告（漏洩量1000t-
CO2以上）

法19条
該当なし

・第1種指定化学物質取扱者は排出・移動
量を報告（年間取扱量１トン以上で従業員
21名以上の場合）

法6条 大阪府生活環境の保全に
関する条例による37物質上
乗せ

第1種指定化学物質
(462物質)、例：トルエ
ン

翌年6月まで

該当なし

・性状及び取扱に関する情報（ＳＤＳ）の受取・発
行

法14条 第2種指定化学物質
(100物質)も対象

SDS更新毎
該当なし

労働安全衛
生法

ＳＤＳ義務640物質のリスク評価 法57条の2
法28条の2

SDSが義務化された
物質

使用開始前
該当なし

NOｘ・PM法
・対策地区内で排気ガス規制に適合した自
動車の使用

法4条、法6条 大阪府条例（自動車流入
規制、ステッカー貼付）

トラック
バン

工事部 車検証及び検
査証記録事項 ○

・危険物製造・貯蔵・取扱の指定数量以上
の許可申請
・製造所等の危険物保安監督者の届出

・法10条、11条
・法13条

消防署 総務部 消防点検業者
による年一回
の定期点検

○

指定数量未満の危険物保管の扱い 法9条の4 市町村火災予防条例：危険
物保管の指定数量1/5以上
の届出

該当なし

指定可燃物の扱い 法9条の4 市町村火災予防条例：指定
可燃物の指定数量の5倍以
上の届出

該当なし

グリーン購
入法

できる限り環境物品等を選択するよう努め
る

法5条

該当なし

Ａ社グリーン
調達基準

・有害物質の管理（非使用、基準遵守等）
・環境マネジメントシステムの運用 該当なし

保管： 環境事務局 遵守評価の欄：確認した記録など記入　判定欄：○×（×の場合は問題点是正／予防処置票により解決を図る）
伝達： 関連部署

法規制等の
名称

該当する要求事項
（対応すべき事項）

関連条例等による規制 該当する設備・項目
点検・測定
頻度、実施
時期

届出・報告・資格

環境関連法規制等取りまとめ表（遵守評価記録）
取りまとめ表の更新：毎年定期的な遵守評価を実施する際に制定、改正の確認を行い変更があれば更新する

とりまとめ表
2026年3月23日

遵守評価の時期：代表者による見直しの前

遵守評価記録

担当部署

順守評価

廃棄物処理
法

産業廃棄物（金属類・
廃プラ類・廃ガラス・廃
油・木製パレット）

・契約書/許
可証につき1
回/年

工事部 現場写真 ○

廃灯油、医療ごみ
該当なし

建設リサイ
クル法

一定規模以上工事
・解体：80㎡
・新築・増築：500㎡
・修繕・模様替：１億円
・工作物解体・新築：500
万円

騒音規制法

府条例による特定施設
・空圧機・送風機　3.7kW以
上
・空調機　7.5kW以上

・新設/変更
時
・異常音の日
常管理

今期該当なし

振動規制法

府条例による特定施設
・走行クレーン　5t以上

・新設/変更
時
・異常音の日
常管理

今期該当なし

温暖化対
策推進法

〇〇条例

フロン排出
抑制法

業務用空調機

水質汚濁防
止法

浄化槽法

大気汚染防
止法

化学物質排出
把握管理促進
法（PRTR法）

消防法

該当なし

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/ras/user/anzen/kag/ras_start.html
http://www.ea21-plaza.org/siryo/SDSlist.pdf
http://www.ea21-plaza.org/siryo/SDSlist.pdf
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